
一 般 質 問
　９月定例会の一般質問は、15日及び16日に行われました。この２日間で、14人の議員が登壇し、
市政全般について、22項目にわたり、質問を行いました。

質問項目一覧（通告順）

※全文は市議会ホームページの会議録に掲載しています。
※原稿は、質問者本人の執筆によるものです。

◆松尾德晴　議員
①空き家に対する春日市の対応
について

◆吉居恭子　議員
①マイナンバー制度について
②就学援助の改善について
③安全保障法制について

◆西川文代　議員
①警察署を有する春日市の安全
安心なまちづくり推進の在り
方について

◆髙橋裕子　議員
①子どもの貧困対策について

◆近藤幸恵　議員
①春日市宣言について
②文化をたのしむ人とまち
　文化が育む人とまちについて

◆岩切幹嘉　議員
①介護予防の対策について

◆野口明美　議員
①防災対策について
②18歳選挙権の対応について

◆北田　織　議員
①公用車交通事故 0（ゼロ）運動
の検証と再発防止対策について

◆與國　洋　議員
①地方版総合戦略計画策定につ
いて

◆内野明浩　議員
①「学童期むし歯予防推進事業」
（福岡県）でのフッ化物洗口導
入について

②文化財資源を活用した春日市
の観光ＰＲ戦略かすがくんあ
すかちゃんのPR大使活用に
ついて

◆中原智昭　議員
①LGBT（性的マイノリティー）
者への支援施策について

◆川﨑英彦　議員
①子ども医療費助成拡大について
②少子化対策について

◆前田俊雄　議員
①行政経営システムにおける行
政評価について

◆白水勝己　議員
①生活道路の交通安全対策とし
て有効なゾーン30について

②街路樹の健全度を確認する調
査結果について

③歩車分離式信号への改良と交
差点の改良計画について
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○マイナンバー法施行に伴う条例案件３件について

討　論 本会議最終日、採決の前に各議案に対して討論が行われました。

原案可決に反対
マイナンバー制度は国民一人ひとりに番号が附番
される制度で行政手続の簡素化など利便性がうたわ
れている一方、情報漏洩、なりすましによる被害、国
の一元管理によるプライバシーの侵害、さらにシステ
ム整備による財政負担の増加など多くの問題を抱え
ている。この制度は市民にとってメリットよりもデメ
リットの方が多い制度である。

吉居 恭子議員

○平成２６年度春日市一般会計歳入歳出決算認定について

認定に反対 認定に賛成
26年度の決算では、100万円以上の不用額が73
件、不用額の総額は7億6600万円にも上る。その結
果、27年度の9月補正では繰越金は6億8000万円に
増大している。これらの資金が27年度の当初予算で
計上され、有効活用されていれば、市民生活の向上に
さらに貢献できたと思われる。

吉居 恭子議員
福祉、教育などの各分野で、様々な事業に取り組み、
行政課題の解決に向けて、予算が的確に執行された結
果が、この決算報告であると理解する。また、経常収支
比率が90.8％で、前年度に対して3.7％低下したもの
の、ここ数年の健全化判断比率の実績から、本市の財政
状況は健全な状態を維持している。

竹下 尚志議員

○少人数学級推進、義務教育費国庫負担制度拡充を求める意見書について

原案可決に反対 原案可決に賛成
小学校2年生以上に35人以下学級を実施すること

は、学力の向上や不登校の減少、また欠席率の低下な
どの教育効果を上げるための整備の必要性から、賛成
できる。しかし、今後、義務教育のあり方や国と地方の役
割について引き続き検討する必要性はあるものの、教職
員の給与のみを負担するという義務教育費負担金の拡
充を求めることには、賛成できない。

野口 明美議員
義務教育費の国庫負担割合が３分の１であるため、少
人数学級の実現は、自治体の財政状況により差が生じてい
る。これから高齢化社会を迎え扶助費の増加が予想される
今、今後の市財政の圧迫にもつながりかねない。また、いじ
めや不登校などの課題の深刻化、学習指導要綱の改定に
よる授業時数や指導内容の増加などの課題を解決させる
ためにも35人以下学級の計画的な実現は不可欠である。

中原 智昭議員

討論一般質問
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